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（図3参照）。
　このように、工会活動の背後には、依然として党＝国家の存在が見え隠れしているだけでなく、企
業の長は、既述のように経済的企業体の管理責任者と政治社会的共同体の指導者を兼ね備えている。
それだけでなく、きわめて興味深いことには、まさに2010年のホンダのケースがそうであったように、
企業の管理責任者が本来利害が対立するはずの工会の指導者としてすら立ち現れているのである。例
えば、前述したホンダにも既成の工会（総工会）は存在していたものの、その代表とは人事管理課の
副課長であり、けっして労働者を代表するものではなかった。したがって現在、工会が一体どこまで
労働者による「自発的選択」として組織され、労働者による「下から」の権益をどこまで擁護し、拡
大しているのかについて、はなはだ疑問が残るといわざるを得ない。
おわりに
　昨今の労働運動は、明らかに半政府機関として機能してきた中華全国総工会のもつ制度的枠組みそ
のものを揺るがし始めている。とりわけ、2010年春のホンダなど日本企業での一連のストライキでは、
労働者の動きが公安当局によって逐次監視され、中央宣伝部による報道統制が敷かれるまでに至って
おり、既存の制度的枠組みの「外側」で起きていたことが伺える。前述のように、既存の工会が従業
員の権益の保護・拡大に本来の役割をまったく果たしていないがゆえに、労働者らはこの改組を要求
する中で暫定的に新たな代表を選び出し、「工会運動」としてではなく、「労働運動」として直接、使
用者側と交渉していた。つまり、これは既存の制度的枠組みの「外側」で生じつつも、「内側」の法理
を逆手に取って展開された「合法的」運動であったということになる。しかも、今回の運動で中心的
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な役割を担っていたのは、理想の人生を描き、権利意識に目覚めた「80後（80年代以降）」世代であり、
こうした若い労働者たちは既成の制度的枠組みに納められることにはっきりと「ノー」をいいはじめ
たのである。
　たしかに、中華全国総工会は既述のように、農民工の組織化への「自立的な」第一歩を踏み出して
いたが、それが国家コーポラティズムの下で「組織された」都市労働者の権益擁護に役立ったとして
も、そこからは疎外された社会的弱者である失業者、下商労働者、底辺層農民工といった未組織労働
者に対してはほとんど無力であるばかりか、むしろ逆に「組織された」都市労働者が守り、拡大すべ
き具体的権益と彼らのそれとを根本的に対立させる結果すらもたらしてきた。このように、「組織さ
れた」都市の労働者が党＝国家や政府当局による「一定の統制」に服する見返りとして、中華全国総工
会の傘の下で「独占的代表権」を与えられたのに対し、圧倒的多数の未組織農民工や失業者らは、コー
ポラティズムという国家と社会との問の利害交換システムそのものの外部にあって、工会への編入に
よって得られる「特権的な身分と所得」（A・リュー）からは完全に排除されてきたのである。
　だが、既述のホンダでの一連のストライキに見られるように、既成の価値観にとらわれない若者ら
による争議行動が今後とも繰り返されるならば、それが一つの運動形態として定着しつつ、労働者集
団の権益擁護のための新たな自立（自律）性を制度的に求める工会改革が惹起される可能性は十分あ
る。それだけに、今後とも労使関係の変化を注意深く見守る必要があるといえよう。
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